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1 西村 2013 ｢「日本における防災体制に関する提言(日本版緊急事態管理庁の設立)」平成
25 年度東洋大学経済学研究科公民連携専攻修士論文 
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１ 大島町台風被害の検討趣旨 

























このためＰＰＰ（Public Private Partnership）の適用は幅広いと考える。 
                                            
2 東京都総務局2013「大島の応急復旧に向けた取組について」 
 http://www.bousai.metro.tokyo.jp/datasheet/d-shelter/h25_taifu26.html 






  2013 年 10 月 11 日にマリアナ諸島付近で発生した台風 26 号は、14 日 3 時
には沖の鳥島近海にて大型で非常に強い台風に発達し、伊豆諸島や関東地方
に接近した。その後速度を速めて関東の東海上を北東に進み、16 日 15 時 に
は三陸沖で温帯低気圧に変わった。 
  この台風の接近に伴い、16 日未明に伊豆諸島北部を中心に非常に激しい雨
となり、特に、大島(元町)では、1 時間に 122.5 ミリの猛烈な雨が降り、24
時間降水量では 824.0ミリと 10月の月降水量平年値(329.0ミリ)の約 2.5倍
の雨を観測し、いずれも観測史上 1 位の値を更新した。降り始め(15 日 06 時)




    
出典 「平成 25 年台風第 26 号に関する東京都気象速報」 
                                            
4 東京管区気象台(2013)「平成 25 年台風 26 号に関する東京都気象速報」 
http://www.jma-net.go.jp/tokyo/sub_index/bosai/disaster/ty1326/ty1326_tokyo.pdf 
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 台風 26 号の接近に伴い、気象庁は大島町に対し、10 月 15 日 11 時 30 分
に大雨注意報を発令し、10 月 15 日 17 時 38 分に大雨（浸水害・土砂災害）・
洪水警報を出している。その後、土砂災害警戒情報第２号が大島町を対象区
域として 18 時 05 分に発表された。 
しかし、気象庁は、大島町に対する記録的短時間大雨情報として、16 日 0
時頃に、「尋常ならざる状況になる危険性がある」と、16 日 1 時頃に、「尋
常ならざる状況になりつつある」と、都に連絡しており、都は、大島町総務
課に電話し注意喚起した。 
 この際、15 日深夜までは、大島町における１時間雨量は 30 ミリに満たな














大限の警戒を呼びかける「特別警報」を 2013 年 8 月 30 日から出すこととした
ものである。5 
 
  図表３ 気象警報等発表時における市町村や住民の対応例 
 
   出典：気象警報等発表時における市町村や住民の対応例 
 
55 年前の 1958 年(昭和 33 年)には、狩野川台風によって元町で土砂災害
(現地では山津波として恐れられている)が発生していた事実がある。6そし
て、16 日未明、流木を伴った土石流により甚大な災害が発生した。 
16 日 2 時 49 分、大島町元町地区の住民から「家の中に泥が流れ込んで
きた」と警視庁大島警察署に通報があり、現場に赴いた署員が危険を感じ、
3 時 10 分と同 26 分の 2 度にわたり町役場に電話、防災無線を流し、避難









2013 年(平成 25 年)10 月 15 日から 16 日にかけて台風 26 号の近接によ
り、大島町は観測史上最大の大雨に見舞われ、16 日(水)2 時から 3 時頃に
かけて、三原山西側の山麓で土石流が発生し、死亡者 35 名、外傷者 22 名、












       
出典 「大島の応急復旧に向けた取組について」 














月日 時刻 内     容 記事 






11 時 30 分 大島町大雨注意報発令 気象庁 
12 時 17 分 大島町は台風情報を町の全職員に周知  
16 時 21 分 大島町第１次非常配備体制を職員に周知 （02:00） 
17 時 38 分 大雨(浸水害・土砂災害)・洪水警報 伊豆諸島北部(大島町) 気象庁 
 都建設局が東京都水防本部を設置  
17 時 51 分 警報対象区域に DIS（東京都災害情報システム）にて態勢報告







０時 00 分 大島降雨「尋常ならざる状況になる危険性がある」と連絡。都
は町総務課電話注意喚起 
気象庁 
１時 00 分 大島に降雨「尋常ならざる状況になりつつある」との連絡。都
は町総務課に電話注意喚起 
気象庁 
２時 00 分 大島町：第１次非常配備体制 大島町 
２時 57 分 大島町：第２次非常配備体制 大島町 






気 象 庁 へ
の照会。 
５時 18 分 大島町災害対策本部設置  
５時 30 分 大島町災害対策本部会議開催  
7 時 6 分 政府官邸情報連絡室設置  
 東京都現地対策本部（大島支庁）設置  
9 時 00 分 町長より「消防応援協定」に基く応援要請  
 10 時 20 分 都知事、陸上自衛隊に行方不明者捜索活動に係る災害派遣要請  
   出典：「大島の応急復旧に向けた取組について」に基づき作成 
 




  台風に伴う雨は、近年、10 年に１度といわれるような豪雨となることが多
くなっている。台風 26 号は、10 月 14 日に大型で非常に強い台風となり、近
接する大島町においても、大雨洪水警報からも土砂災害の可能性は否定でき
ない状況であった。 
  この際、55 年前 1958 年の狩野川台風による土石流被害に思いが至れば、
東京都が設定している土砂災害警戒地域での土砂災害の危険性について、大
島支庁及び東京都建設局に確認することも可能であったと考えられる。 
  その後、15 日夕刻に大雨（土砂災害・浸水害）・洪水警報、土砂災害警戒





避難勧告・避難指示は出されていない。そして、町は 16 日 2 時から第１次非
常配備体制に移行することを 16 時 21 分に職員に徹底した。大半の職員はそ
の準備のために夕刻から一時退庁し、役場は無人の状況になっていた。9 










                                            
9 日本テレビホームページ「日テレ NEWS24(2013/10/22/02:32)」 
http://www.news24.jp/articles/2013/10/22/07238762.html 





被害を受けた 1986 年 11 月に起きた 500 年振りの三原山大噴火であり、全島
民の避難、約１か月にわたる避難生活を送ったものである。次に、土砂災害
としては、55 年前となる 1958 年に起きた狩野川台風に伴う土石流であり、
死者を伴う被害が発生し、山津波として記憶されている。11 
  この 1986 年 11 月三原山噴火災害の結果、国、都及び町をあげて、火山災
害に対する施策を進め、大島町では「情報伝達体制の整備」、「防災訓練の実
施」、「防災市民組織の結成」を重点に置いて防災態勢を構築している。12 
  防災訓練については、1986 年 12 月から毎年 11 月火山災害を中心に実施さ
れており防災態勢を維持するには効果があったと思われる。以後、引き続き
毎年実施され、2006 年(平成 18 年)の東京都・大島町合同防災訓練で、火山
災害と地震による津波災害に対する訓練を実施し13、2012 年の大島町防災訓
練では地震津波災害に対する訓練を実施している。14 





 (2) 人員（組織、員数、能力） 
平成 24 年の大島町人口は 8,343 人であり、昭和 60 年当時の約 10,000 人か
らすれば、８割の状態となり、65 歳以上の人口は３割以上を占めている。大
島町職員は 170 名、そのうち 25 名が消防職員で、大島町総務課が防災を担当
している。この状態から防災に専従して携わる人員は十分でなく、防災職員





13 東京都防災ホームページ「平成 18 年度東京都大島町合同防災訓練 
http://www.bousai.metro.tokyo.jp/japanese/tmg/training_03.html 
14 大島町ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「広報おおしま 2012 年(平成 24 年)11 月号」 
 http://www.town.oshima.tokyo.jp/news/pdf/553.pdf 





























 大島町台風被害では、大島町は 16 日 2 時から第１次非常配備体制とするこ
                                            
15 平成 23 年度決算状況東京都大島町(決算カード) 
http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/pdf/1018-15-12_13.pdf 




とを決め、15 日 16 時 21 分に各職員に周知している。その後、夜半から記録
的な降水量となる豪雨となり、16 日 2 時過ぎ大島警察署に土石流被害が報告













































































































































の豪雨による土砂災害は 1958 年（昭和 33 年）以来であり、今回想定外と
なり、警報に対する評価が過小となった可能性がある。加えて、行政とし
て「無駄足」を避ける風潮があったのではないかと推測される。 
 イ 態勢（計画） 





















































































































(仮称)の設立)」平成 25 年度東洋大学経済学研究科公民連携専攻修士論文 
2)東京都総務局 2013「大島の応急復旧に向けた取組みについて」 
